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○笠井委員  

日本共産党の笠井亮です。 

 初めに、小坂文部科学大臣に、現行教育基本法の制定と公布の経過について改めて確認をしておき

たいんですが、私も当時の経過をいろいろと調べてみましたが、戦後、一九四六年六月二十七日の衆

議院憲法改正委員会で、当時の田中文部大臣の答弁以来、当初から、日本政府の発意によって法案が

つくられて、国会の審議を経て制定、公布されたものだ、そういうことでよろしいですね。 

◆小坂国務大臣  

そのとおりでございます。日本国政府の発議によりまして帝国議会で審議をされ、制定をされたも

のでございます。 

○笠井委員  

 それを今なぜ改正しなければいけないかということであります。 

 安倍官房長官に伺いますが、官房長官、自民党の幹事長代理当時に、昨年の自由新報の一月四日と

十一日付ということで、新年合併号でインタビューに答えてこう述べておられます。「日本の連続性、

日本が歩んできた道の上にしっかりと立って未来を見つめているのが自由民主党である。」そして「占

領時代の残滓を払拭することが必要です。占領時代につくられた教育基本法、憲法をつくり変えてい

くこと、それは精神的にも占領を終わらせることになると思います。」こう言われております。この認

識というのは、今、官房長官としてもお持ちなんでしょうか。いかがですか。 

◆安倍国務大臣  

歴史的な事実として、憲法も、また教育基本法が成立をした帝国議会も、当時は日本は占領下にあ

ったという事実をたしか自由新報でも述べているんだろう、このように思うわけでありますが、戦後、

教育基本法の理念のもとで構築された教育諸制度は、国民の教育水準を向上させ、我が国の社会発展

の原動力となってきた、このようにも考えております。 

○笠井委員  

 あれこれ言われましたが、現行の教育基本法を、占領時代の残滓、残りかすという形で、そういう

認識を、今おっしゃったのは政治家個人ということでしょうけれども、官房長官が持っていらっしゃ

るということ自体が、制定当時の経過から見ても、また世界から見ても通用しない、驚くべき認識だ

と私は思うんです。 

 教育基本法の制定の経過は、占領下であっても、先ほどの小坂大臣の答弁でも明確だと思います。

また、五月二十四日に、当委員会の河村委員、元文部大臣も質問で言われておりましたが、当時の国

会の議論の中には、まさに日本を教育によって興すために、あるいは、平和国家、文化国家のために、

あるいは、日本再建のための最大の基礎をなすべき重要法案である、こういう言葉が至るところに出

て、先輩議員の方々がみんなそういう共通の思いをなされていると言われて、紹介がされたとおりだ

と思うんです。ところが、官房長官は、そうした経過や先輩議員たちの思いがあったのに、インタビ

ューで、そこには進駐軍の指示と影響が色濃くあったと思いますということも言われて、家族、地域

社会、祖先、そして日本という国を挙げながら、これらを守るために自分は戦うという覚悟まで言っ

て、それを再び取り戻すというふうに述べております。 

 自民党の清和政策研究会、教育基本法改正に向けて五つの提言ということで、二〇〇二年にこうい

う本を出されて、その中にも出ております。私も拝見しました。冒頭に、構成員である国会議員一同、

力を尽くすというふうにあって、官房長官御自身もこの本の中に寄稿されている。この提言を見ます

と、第一項では「教育勅語が謳いあげている「目指すべき教育のあり方」が、けっして間違ったもの

ではなかった」「「かつての教育勅語に相当する教育理念の制定を目指すべきではないか」と提案する。」

と掲げられております。要するに、戦後の軍国主義の除去と一連の民主化の措置を、官房長官、当時



の幹事長代理ですが、占領時代の残滓として見られて、それを一掃して、ポツダム宣言受諾前の日本、

戦前の日本につなげるという、連続させるというのが、この流れを拝見しますと長官の主張で、教育

基本法の改定もそうした文脈、コンテクスト、発想なんじゃないかと思うんですが、長官、いかがで

すか。 

◆安倍国務大臣  

 それはまさに委員の御解釈なんだろうというふうに思うわけであります。 

 私が申し上げましたのは、事実として、憲法がつくられたときも、また教育基本法が成立したとき

も、日本が占領下にあったのは事実でありますということは、事実は事実として踏まえておきながら、

当然、占領下にあったということは、その占領下において影響を受けるという可能性も全く排除でき

るわけではない。しかしながら、先ほど申し上げましたように、現行の教育基本法、戦後の教育基本

法の理念のもとで構築された教育諸制度は国民の教育水準を向上させ、我が国の社会発展の原動力と

なったのも事実であります。しかし、まさに戦後六十年を経て、制定から六十年を過ぎたわけであり

まして、その中で、いろいろな社会情勢等々の大きな変化もある中において、我々は今回、この教育

基本法を改正するという判断をしたわけであります。 

○笠井委員  

 そうすると、教育基本法自体占領下ではあったけれどもいろいろ役立ってきた、しかし時代が変わ

ったからというお話ですが、要するに、幹事長代理のときにおっしゃっていた占領時代の残滓である

というのは、それはやはり違うなということなんですか、それとも残滓と思っていらっしゃるんです

か。 

◆安倍国務大臣  

 言葉のとり方でございますが、占領期間につくられたのは事実でありまして、その後、サンフラン

シスコ講和条約によって独立を回復したのでありますから、その後、やはり二十一世紀にふさわしい

憲法あるいは教育基本法を私たちの手で書きかえていくんだという精神こそが大切ではないか、私は

このように思う次第であります。 

○笠井委員  

 伺っていると、残滓と言ったことがまずかったみたいで、どうもお認めにならないので、それを変

えたということでもないし。でも、やはりそれは否定をされないということになりますと、これは本

当に重大だと思うんです。 

 提言の中でも教育勅語を言われた。しかし、これは、戦後、一九四八年の衆議院の決議でも明確で

す。そして、衆参の決議で排除、失効が決まったということでありまして、やはりああいうことがあ

ったから、戦後、教員の皆さんも教え子を再び戦場へ送らないと頑張ってきた、こういうことであり

まして、そういう点でも、改正に当たって、自民党の中で、教育勅語ということで、間違ってなかっ

たんだという話が出てくること自体、私は不見識だと言わざるを得ないと思いますし、長官自身が占

領時代の残滓という言葉を取り消されない、これは私は非常に重大なことだと思います。 

 では、長官、結構です。 

 次に、この法案そのものにかかわって、小坂大臣にただしたいと思います。 

 現行の基本法は、前文の冒頭で日本国憲法とのかかわりを明確にしております。ところが、法案で

は、「われらは、さきに、日本国憲法を確定し、」「この理想の実現は、根本において教育の力にまつべ

きものである。」という憲法と教育とのかかわりを削除しているということがあるわけですが、これは

なぜ削ったんでしょうか。 

◆田中政府参考人  

教育基本法は、昭和二十二年の制定以来、半世紀以上が経過しておるわけでございまして、教育を

取り巻くさまざまな状況が変化しておるわけでございます。 

 今回の改正では、現行法の普遍的な理念は大切にしながら、今日、極めて重要と考えられる理念等

を明確にしようとするものでございます。したがいまして、前文の見直しもあわせて行ったわけでご



ざいまして、今御指摘いただいておる文につきましては、「われらは、さきに、日本国憲法を確定し、

民主的で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする決意を示した。この

理想の実現は、根本において教育の力にまつべきものである。」これは昭和二十二年の議決でございま

す。 

 今回提出させていただいております教育基本法案の前文の第一文では、「我々日本国民は、たゆまぬ

努力によって築いてきた民主的で文化的な国家を更に発展させるとともに、世界の平和と人類の福祉

の向上に貢献することを願うものである。」ということで、今日の時点に立って、さらなる目標を掲げ

たものでございます。 

○笠井委員  

 冒頭に重要と考えられる理念、これを盛り込んだものだといって、そこから憲法を取ったというの

は大変なことですよ。憲法の理想の実現の規定というのは、教育基本法が準憲法的性格と言われる何

よりのゆえんだと思います。 

 「教育基本法の解説」コンメンタールを見ましても、その最初の序のところで、国家としては、民

主主義と平和を旗印として新しい日本の建設を目指すことになったのである、憲法の改正を初めとす

る各種の法律や制度の改革は、もとより必要であり有意義であるというふうに述べるとともに、真の

民主主義と平和主義への転換は早急には達成され得ない、徐々に実現されていくほかない、そして、

それは、根本において、教育の力にまたなくてはならないと。私、これは明快に解説していると思う

んです。現に、制定当時、文部省自身が「あたらしい憲法のはなし」という副読本をつくって普及す

るなど、主権在民、基本的人権、平和主義などの憲法の理想の実現を教育の力で図ろうとしてまいり

ました。 

 小坂大臣、法案で削除をしたのは、こうした理念、理想の問題がもう実現した、達成されたと考え

るのか、教育の力にまたなくてもよい、こういうふうに考えるのか、その点、いかがでしょうか。 

◆小坂国務大臣  

 今、局長から説明申し上げたことも、日本国憲法の制定当時の状況を振り返って、あの当時は「わ

れらは、さきに、日本国憲法を確定し、」この日本国憲法を確定したことに新しい国家建設へ向けての、

平和的な、民主的な国家建設へ向けての思いというものをそこに込めたんですよね。そして「民主的

で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする決意を示した。」と規定され

ておりまして、現在の状況を踏まえて、本法案では「我々日本国民は、」という形にして、今の、戦後

の日本国憲法というものは我々の憲法として、しっかりと今日の平和的な、民主的な国家建設に大き

な役割を果たしたという認識を持って、これを踏まえた上での今回の前文の規定として「我々日本国

民は、」と、そうしてきたわけでありまして、この理念も……（笠井委員「もう達成されたのか、また

なくていいのか」と呼ぶ） 

 それでは、ここで言われた理念が達成されたから削除したのかといえば、そうではなくて、それな

りにそういったものは引き継いでいる。今日も常にたゆまぬ努力を続けるという形の中で、この第一

の部分ですね、「この理想の実現は、根本において教育の力にまつべきもの」としているわけでござい

ますけれども、これが削除されているわけではなくて、前文の第二文の部分に「我々は、この理想を

実現するため、」こういうふうにして、引き続き理想の実現を継承しているわけでございます。 

 ですから、この理念そのものは今後とも追求をするという前提に立って「個人の尊厳を重んじ、真

理と正義を希求し、公共の精神を尊び、豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期するとともに、

伝統を継承し、新しい文化の創造を目指す教育を推進する。」ということで、これらを教育によって推

進していくんだということも受け継いでいるわけでございまして、そのように御理解をいただきたい

と思います。 

○笠井委員  

 達成されたわけじゃないと言われました。 

 ところが、今度の法案では、今、前文で紹介したような憲法がないんですよ、「この理想」というと



ころには。だから、憲法の理想を実現するためという意味じゃないんです、その文章は。だから全然

違うんですね。今おっしゃったことから見れば、これは本当に削る理由はないというのは明確だと思

いますが、いかがですか。 

◆田中政府参考人  

ただいま、日本国憲法という文言がないではないかという御指摘でございましたが、三パラグラフ

を見ていただければわかりますように、現在提案させていただいております教育基本法案の中に「こ

こに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我が国の未来を切り拓く教育の基本を確立し、その振

興を図るため、この法律を制定する。」というふうにさせていただいております。 

○笠井委員  

 だめです、そういうごまかしは。だって、のっとりという話と憲法の理想を実現するという話は全

然違うんです。だから、これを削ったという意味は本当に重大だと私は思います。 

 さらに法案の前文でいきますと、「真理と平和を希求する人間の育成」ということで、これを「真理

と正義を希求し、」というふうに変えていらっしゃいます。真理と平和を希求する人間の育成というの

は教育基本法の核心的内容の一つだと思うんです。なぜ平和を削って正義に変えたんですか。 

◆田中政府参考人  

 前文の御指摘の部分は、日本国民が願う理想として掲げておる、民主的で文化的な国家の発展と、

世界の平和と人類の福祉の向上を実現するため推進すべき教育像を示しておるところでございまして、

我が国におきましては、知徳体の調和のとれた人間、公共の精神をたっとび、国家、社会の形成に主

体的に参画する日本人、そして我が国の伝統と文化を基盤として国際社会に生きる日本人の育成が重

要というふうに考えておるわけでございまして、こういう観点から、公共の精神の尊重、それから豊

かな人間性と創造性、そして伝統と文化を新たに規定しておるところでございます。 

 そして、「真理と平和」を「真理と正義」としておるではないかという御指摘でございますけれども、

我が国や世界の平和に貢献することは極めて重要なことでございまして、憲法の平和主義の理念が教

育を通じて実現されることは非常に大事だと考えておるわけでございます。 

 こういう観点から、前文で、日本国民が願う理想として、世界の平和に貢献することを引き続き規

定しておるところでございますし、第一条の教育の目的におきましては、平和で民主的な国家及び社

会の形成者として必要な資質を備えた国民の育成を規定しておるところでございます。さらに、今回、

本法案第二条第五号におきましても、国際社会の平和と発展に寄与する態度というものを規定してお

るところでございます。 

 また、人格の完成、すなわち知徳体の……（笠井委員「そんなこと聞いてないです。平和を削った

理由を聞いているんだから、余計なことを言うのはやめてください」と呼ぶ）はい。 

 それで、今、「真理と正義」につきましても、現行法第一条に規定しております「真理と正義」を前

文で規定させていただいたところでございます。 

○笠井委員  

 いろんなことを言われましたけれども、要するに、平和を削ったということをちゃんと正面から、

なぜ削ったかという、何一つ答えがないんですよ。世界の平和のために貢献するということを言って

いるからということじゃなくて、もともと現行法は、人間の育成を期する上で、どういう人間の育成

を期するかということで「真理と平和」というふうに言っているんです。そこのところが大事なんで、

そこから平和を取ったと。平和は大事と言いながら、取っているという問題なんですよ。さっきの憲

法もそうですが、今の平和も取ると。 

 大臣、こういう問題について、どういうふうにお考えですか。 

◆小坂国務大臣  

 前文の役割、それから条文の中で規定すること、それぞれの書き方の問題はありますけれども、私

どもは、今回の教育基本法において、現行法ですぐれた理念としての平和主義、そして真理と正義を

希求する姿勢、こういったものはあくまでも尊重し、それを受け継ぐ形で、今局長の方から答弁申し



上げたように、「われらは、個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成」、これについて

は、私どもの前文の中にも「真理と正義を希求し、公共の精神を尊び、豊かな人間性と創造性を備え

た人間の育成」と書き、なおかつ、第二条の中で、先ほど申し上げたように、世界の平和と発展に貢

献する態度を養って、そういう人間を育成していくということを貫いているわけでございまして、そ

のように御理解をいただきたいと思っております。 

○笠井委員  

 大事な問題だったら、これは変える必要ないんですよ。 

 制定時の教育刷新委員会の議事録を私も読みました。務台理作氏がこう言っています。「誤りを二度

と繰返さないような保障を感ぜしめるような言葉が、矢張り欲しい。」「憲法に示されたような戦争を

放棄し、人類の平和を求めるというようなことが、矢張り教育の理念の中に置かれてもよいのではな

いだろうか。軍国主義や極端な国家主義に二度と利用されないという決心を現わすような言葉を欲し

い」「平和を求めるということに、教育の理念が立脚して行くということ。」これを提案するというこ

とで、そういう議論があって盛り込まれたということであります。 

 戦争の誤りを二度と繰り返さないという当時の熱い思いが込められている。それをいとも簡単に「真

理と平和」を「真理と正義」に変えて、そして、そういう人間を育成するということについてなくし

てしまう。私は、そういう中に、こうした法案が憲法九条を変えていこうという流れと軌を一にして

いるということを感じざるを得ない、一体のものだというふうに感じております。 

 それではさらに、法案の第十七条にある教育振興基本計画とのかかわりで、全国的な学力調査、学

力テストの問題について伺いたいと思うんです。 

 総理は本会議で、平成十九年度、来年度から実施するということで答弁をされました。 

 そこで、既に学力テストを実施している東京都がどういう実態になっているかという問題について

であります。 

 ここに、東京都の教育委員会が、平成十五年度、二〇〇四年二月に実施をしました学力テストの問

題がありまして、例えばこういう問題が出ているということで、委員長、ちょっと両大臣にお渡しし

てよろしいでしょうか、問題なんですが。 

○笠井委員  

 いろいろな問題があるんですが、例えばこういう問題ということで、ちょっと委員の皆さんにもお

考えいただきたいと思うんです。 

 国語のテストの中で、中学校二年生の問題でありますけれども、八の二というところなんですけれ

ども、委員の皆さんにちょっと資料が準備できなくて申しわけないですが、「あなたの中学校では、四

月に入学してくる小学六年生が希望をもって入学式をむかえられるように、中学校生活を紹介する文

章を書くことになりました。あなたがこの文章を書くとしたら、どんな題材を中心に書きますか。次

の中から一つ選び、記号で答えなさい。」こういう問題であります。「ア 学校の電話番号 イ 部活

動 ウ 授業 エ 学校行事」。 

 この中から一つ選んで、新たに入学してくる小学校六年生が希望を持って入学式を迎えられるよう

にということで、文章を書きなさいという問題ですが、小坂大臣、どれをお選びになりますでしょう

か。 

◆小坂国務大臣  

 これは、確かに問題が非常に、丸をつけるみたいな、記号で答えなさいですから、このものだけな

んですね。 

 ですから、そういう点からすれば、例えば授業の楽しさを説明したくても、授業と書けば、そのカ

リキュラムだけなのかと思っちゃう部分もありますね。ですから、問題として必ずしも適切ではない

ように思いますが、私がつけるとしたら、私は部活動とつけちゃいますね。 

○笠井委員  

 大臣がおっしゃったように、これは難しいんですよね。アの学校の電話番号以外は正解ということ



なんだそうです。これは正式にこの解答が都の教育委員会からありまして。 

 しかし、学校の電話番号について文章を書いたら間違いか。それから、部活動と授業の両方につい

て書きたいと思ってもいけないのか。一つだけは選べないといったらどうなのかということで、これ

で果たして学力がはかれるのかということを私率直に感じました。現場でも疑問の声が上がっている

そうです。 

 もちろん、学力テストがこんな問題ばっかりやったら大変なんで、そういうわけじゃないんですけ

れども、問題は、こうして行われた学力テストによって評価がされた結果、どういうことが起きてい

るかということなんです。 

 例えば、これはその学力テストの結果を報道した新聞で、産経新聞なんですけれども、東京面にこ

ういう形で結果が出まして、東京の区市町村の順位が一位から最下位の四十九位まで一覧で出されて

おります。もう一つは、これは区の名前はＡ区というふうにさせていただきますが、Ａ区の場合は、

独自に学力テストをやりまして、そしてその結果について区のホームページで、こういう形で、小中

学校別に平均の到達度のランクづけが一位から最下位までされている。学校が全部ランクづけされて

いるわけです。 

 こういう中で、都内の小中学校の教員や父母の方々から話を聞きますと、子供がクラブ活動の大会

に行った、そしたら、ほかの学校の生徒から、あなたの学校は一番ばかな学校なんでしょう、こう言

われてショックを受けてきた。あるいは、みんなに迷惑をかけるからテストの日は休んだという子供

もいる例があって、本当に子供の心が傷つけられているというふうに思いますが、小坂大臣、東京の

こういう実態があるということについては御存じだったでしょうか。 

◆小坂国務大臣  

 今御紹介をいただきましたような東京都の学力テストでございますけれども、東京都は東京都とし

て独自に、児童生徒の学力向上を図るための調査という形で、先ほど御提示をいただいた、国語、算

数といいますか数学、それから社会、理科、英語、英語は中学のみと聞いておりますが、及び意識調

査という形で実施をしておって、十五年、十六年、十七年、それぞれ、中学二年、あるいは小学校五

年と中学二年の全員とか、小学校五年と中学二年については十六、十七と継続して、経年的な変化も

見るということなんでしょうが、こういうふうに実施をしていることは承知をいたしておりますし、

この学力調査が子供たちの学力の向上や学校教育の充実に役立っているものと考えるわけであります。 

 しかし、今御指摘がありましたように、学校別に順位づけを行って、それを公表するということに

ついては、私は慎重であるべきだと思っております。 

○笠井委員  

 役立っているという問題も指摘されながら、順位づけは問題だとおっしゃいましたが、私は東京の

現実というのは非常に深刻なことになっていると思うんです。 

 学校では、テストの前にプレテスト、それからプレプレテストというのがあるところもありますし、

学力テストの学年になると補習や宿題ばかりあって、テストが終わると子供がへとへとになる。中に

は気分が悪くなって吐いちゃう子供がいるということがあると。子供に大変な負担になっております。

テストばかり。もっと普通の授業でちゃんと教えてほしいという声もありました。 

 成績下位の学校は、校長が教育委員会に呼ばれて指導されるケースもある。 

 さらに、学校選択制や学区の自由化と結びついて、成績上位の学校が、例えばマンションや不動産

の販売の売り物にさえなっている、有名校と宣伝するということで。そういうこともあって子供が集

中するという学校ができたり、一方で、この前もありましたが、都内の幾つかの区では新入生ゼロの

学校が生まれる。 

 学力テストが子供たちや学校、家庭に深刻な問題をもたらして、学校の荒廃やモラルハザードにも

つながるという問題、明らかだと思うんです。 

 そこで、最後に小坂大臣に伺いたいんですが、そういう中で自治体がやはりこういう問題、どうし

ようかといろいろ考えて、例えば愛知県の犬山市など、学校現場にもたらす弊害が大きくなりはしな



いかという危惧を表明して、文部科学省が計画している、これから具体化されるということですが、

全国学力テストに不参加という意思を表明する自治体も出ておりますが、そういう自治体に対しては

どういうふうに対応されるというおつもりでしょうか。 

◆小坂国務大臣  

 全国学力調査は、今日、日本の教育のレベルというものをしっかりと把握するという点について、

また、それをそれぞれの学校が認識をしていただく中で、それぞれに学力の向上に努めていただくと

いう点で、大変意義のあるものだと思っております。そういう観点から、この調査のあり方そして公

表の仕方をしっかり学校の現場の皆さんに理解していただくことが必要です。 

 私は、学校別に順位をつけてそれを公表するようなことをさせるつもりはありません。まずもって、

多くの、例えば都道府県の単位とかそういう単位ではなくて、むしろ、大都市、あるいは中核都市、

市町村、あるいは過疎地域とか、そういったくくりで公表する等、いろいろなやり方があると思いま

すので、まずは、これは私だけの個人的な見解ではいけませんので、専門家の会議の報告を踏まえま

して、調査の趣旨や配慮すべき事項について、各都道府県や市町村に、それをしっかりおまとめいた

だいたことをお伝えして、そして理解を得る努力をしてまいります。 

 そういった中から、ただいま御指摘の犬山市のような、今のところではこれはとても参加できそう

もないなとおっしゃるようなところの方々にもしっかりと御説明をして、国としての、全国的な教育

の機会均等と水準維持の向上に責任を負っているわけですから、そういった意味で、児童生徒の学力

状況や生活習慣、学習環境等を全国的に把握するその必要性について御理解をいただき、今回の学力

テストにすべての都道府県や市町村が協力して参加していただけるように、十九年度の実施に向けて

御理解を得る活動をしっかりと展開させるように指示を出しているところでございますし、不参加の

意向を明確に表明した自治体というのは、犬山市の場合も、私どもが聞きますと、いや、そんな表明

は行っていないとおっしゃっておりますので、明確に表明された自治体はないと理解をいたしている

ところでございます。 

○笠井委員  

 理解いただくというのは、そういう努力するという話はありましたが、最終的判断は自治体でもち

ろんできるわけですね。これは学テの判決の関係もありますから。そこのところ、どうですか。 

◆銭谷政府参考人  

全国的な学力調査、参加、不参加、最終的な意思決定は、もちろん市町村の教育委員会が行うもの

でございます。 

○笠井委員  

 勝ち組や負け組というふうなことがあおられて、やはりそういう政治がやられる中で、結局、こう

いうテストを全国的にやったら、順位づけけしからぬといったって、そういうふうになっていくわけ

です。そして、こういう基本計画ということでやる中で、結局全国で押しつけていくことになる。十

七条の問題一つとっても、やはり教育基本法の改悪はするべきでないということを申し上げて、質問

を終わります。 


